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徳島県知事 飯泉 嘉門 殿

徳島県規制改革会議での検討の結果、徳島県における規制改革に関する

措置の方向性について、次のとおり提言する。

徳島県における規制改革の考え方について

徳島県における規制改革を進めるにあたっては、｢地域のことは地域で実

践する｣という考え方に立ち、県民から募集した意見をはじめ地域ニーズに

基づいた｢消費者目線・現場主義｣ による規制改革のあり方を検討し、条例

等の改正による県レベルでの規制緩和はもとより、必要に応じて、市町村と

の調整や、国への政策提言、国家戦略特区の提案など、状況に応じた適切な

対応を図っていく必要がある。

具体的な規制改革の方向性について

１ 民泊について

(１) 県条例の改正について

平成２８年４月１日改正の旅館業法施行令等において、「客室延床面

積」「フロント設置要件」の規制緩和があったところであり、当該法と

合致した県条例（徳島県旅館業法施行条例）の改正を速やかに行う必要

がある。

(２) 政策提言について

新たな「民泊サービス」の方向性を見据えながら、国における民泊に

関する規制緩和が速やかに実現するよう、県として政策提言を行う必要

がある。

(３) シームレス民泊の推進について

地域の交流人口の増加と、南海トラフ巨大地震等の避難者対策として

徳島ならではのシームレス民泊（平時は民泊、発災時には避難所として

活用）を推進するため、県として様々な角度から支援を行うとともに、

必要な規制緩和事項に関しては、課題を精査した上で、適切な措置を図

っていく必要がある。

例えば、

○ 農林漁家体験民宿と同様に、「自宅であること」「災害時には避難

所として活用する施設であること」等の一定の要件を満たせば、食

品衛生法における飲食店営業許可に係る簡易宿所の施設要件緩和を

図ること。



(４) 民泊の普及啓発について

民泊を推進するためには、県民の理解を深める必要があることから、

徳島県版の民泊マニュアルの作成やセミナーの開催、モニターツアーの

実施など、積極的な普及啓発に努める必要がある。

また、シームレス民泊やイベント民泊の推進をはじめ、消費者目線を

取り入れた、本県ならではの民泊を推進するための検討会を立ち上げる

必要がある。

２ イベント開催時の飲食提供について

イベント開催時の飲食提供など、営業場所が限定される臨時的季節的

営業許可については、安全・安心に配慮し、一定の衛生対応が担保され

る場合は、県産品の販売促進や地域振興につながるよう、県民目線での

積極的な検討を行う必要がある。

３ 観光・インバウンドについて

旅行業法等の規制については、国の所管法令であるとともに、国家戦

略特区提案の重要な規制事項として「観光・インバウンド」分野が位置

づけられていることから、民泊推進の視点とともに、必要な事項を国家

戦略特区に提案するなどし、積極的な規制緩和を進める必要がある。

例えば、

○ 第３種旅行業者及び地域限定旅行業者が行う募集型企画旅行の業務

範囲の拡大。

○ 観光における二次交通確保の観点からのタクシー営業区域の拡大や

地元ホテルによる着地型観光の一環としての自家用有償旅客運送の

実施 など。

４ イベント開催時の道路使用について

イベント開催時の道路使用に関しては、適切な目的で、地域住民等と

の合意形成が図られ、地方公共団体が関与する場合については、安全性

の確保を前提に、所定の手続きが円滑に進められるよう、今後とも県民

目線に立って取り組む必要がある。

５ その他

県においては、更なる規制改革の推進に向けて、「徳島県規制改革会

議」の機能強化を図るとともに、今回取りまとめた方向性についての適

切なフォローアップを行い、県民からの意見募集の継続をはじめ、県民

目線での検討を進める必要がある。

平成２８年７月２５日

徳島県規制改革会議 座長 床桜 英二



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 徳島県における規制改革について 
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徳島県知事 飯泉 嘉門 殿 
 
 

徳島県規制改革会議での検討の結果、徳島県における規制改革に関する
措置の方向性について、次のとおり提言する。 

 
 
 徳島県における規制改革の考え方について  
 

徳島県における規制改革の推進にあたっては、本年７月、消費者庁「消費
者行政新未来創造オフィス」開設が実現し、新次元の「消費者行政・消費者
教育」の展開に取り組む本県ならではの、｢消費者目線・現場主義｣を徹底す
ることが重要となる。 

その具体的な実践にあたっては、条例等の改正による県が行う規制改革は
もとより、県版「地方創生特区」などを活用した市町村との連携による住民
に身近な改革、さらには国への政策提言を通じた改革など、状況に応じた適
切な対応を図っていく必要がある。 
 
 
 具体的な規制改革の方向性について  
 
 １  行政手続きの簡素化について 

県民や事業者からは、規制そのものの基準に加え、許認可等を受けるた
めの手続きについても見直しを図るべきとの強い声がある。  

こうした声を受けて、「行政手続きの簡素化」を図ることは、これまで
県民や事業者に必要となった時間やコストを縮減し、手続き自体の負担感
の軽減に繋がることから、規制改革の一つの手法として大きな効果がある
と考えられる。また、行政側でも事務負担軽減が図られ、行政職員にとっ
ての「働き方改革」にも繋がるため、次のとおり、県として積極的な推進
を図る必要がある。 

 
 (１) オンライン化に向けた業務棚卸しの徹底について 

行政手続きの簡素化を図る上で重要な柱となるオンライン化の更
なる推進へ向け、国の「規制改革推進会議」答申や「官民データ活
用推進基本計画」を踏まえ、まずは、県の行政手続きの実態を把握
し、実践へと繋げるべく、期限を設け「業務棚卸し」の徹底に取り
組む必要がある。 

 
 (２) 行政手続きの見直しについて 

行政手続きの簡素化による、行政コストの縮減へ向け、オンライン
化の拡大を進めるとともに、例えば二以上にまたがる申請手続きの
様式統一化や、 ｢ＡＩ｣ など新しい技術を活用するなど、徳島なら
ではの手法も駆使し、効率化を図りながら取り組む必要がある。 

特に、ＡＩについては、普及拡大を進める民泊分野など、対象を
絞って先行導入するといったスピード感溢れる積極的な検討を図る
必要がある。 

 
 (３) 行政コストの削減目標の設定について 

県民や事業者の手続きに関する「行政コストの削減」については、
世界的な潮流も踏まえ、県として、国の「削減率２０％」を上回
る、との目標を設定し、実現に向けて着実に取り組む必要がある。 

 



 ２  民泊の推進について 
第一次提言において、全国初の「シームレス民泊」創設を提言したとこ

ろ、短期間の内に制度化されたことに敬意を表するとともに、この流れを
加速させていくため、次の通り提言する。 

 
 (１) 「住宅宿泊事業法」への対応について 

来年施行予定の「住宅宿泊事業法」を活用した民泊推進が円滑に
図られるよう、必要な条例の制定や周知啓発、民泊開業予定者への
フォローアップなどについて、官民の連携を図りながら、しっかり
と対応していく必要がある。 

 
 (２) 「分散型民泊」の推進について 

中山間地域等の活性化へ向け、農泊施設の拡大へ、良質な農林漁
業体験や農山漁村での生活体験の提供を確保することを条件に、要
綱等の見直しを図ることで、旅館業法等の規制改革を反映させ、体
験プログラムを提供する農林漁家との連携により、宿泊サービスの
提供を可能とする「分散型民泊」の実現を図る必要がある。 

その際、満足度の高い本県ならではの「分散型民泊」の実現へ、
モデル地域を指定し、積極的に支援することも重要と考える。 

 
 ３  イベント開催時の飲食提供について 

食の安全・安心を守りつつ、時代に即した規制のあり方として、特に県
民・事業者から強い要請のあるイベント時における飲食提供について、次
のとおり提言する。 

なお、基準の運用には、関係機関内で緊密な連携を図り、地域や場所の
違いから、差異が生じないことに十分留意すべきである。 

 
 (１) イベントにおける取扱品目の制限について 

イベントによる交流人口の増加のためには、時代に相応した飲食
の提供が必要である。 

そこで、屋外の簡易な施設で調理加工可能な取扱品目の制限につ
いては、食中毒防止の衛生対応の一定の担保を条件として、提供品
目の拡大へ、積極的に規制改革を行う必要がある。 

 
 (２) 定期的かつ特定の場所における許可について 

イベント開催時の飲食提供など、営業範囲が限定される「臨時的
季節的営業許可」について、申請者の手続きに必要な時間や費用負
担の軽減を図る観点から、特定の場所に反復継続して出店するもの
については、衛生対応の一定の担保を条件として、長期間の許可を
可能とするよう、積極的に規制改革を行う必要がある。 

 
 ４  その他 

県においては、今回提言の方向性について、適切なフォローアップを行
い、本規制改革会議に適宜進捗状況を報告するとともに、なお一層、「消
費者目線・現場主義」での規制改革の検討を進める必要がある。 

 
 
平成２９年９月８日 
 
               徳島県規制改革会議 座長 床桜 英二 



徳島県における規制改革について

（第３次提言）

平成３０年９月

徳島県規制改革会議
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徳島県知事 飯泉 嘉門 殿

徳島県規制改革会議での検討の結果、徳島県における規制改革に関する
措置の方向性について、次のとおり提言する。

徳島県における規制改革の考え方について

徳島県における規制改革の推進にあたっては、昨年７月に開設された、消
費者庁「消費者行政新未来創造オフィス」と共同で、新次元の「消費者行政
・消費者教育」の展開に取り組む本県ならではの、｢消費者目線・現場主義｣
を徹底することが重要である。併せて、人口減少社会において生涯現役と地
域活力維持の観点から、地域人材や既存ストックといった地域資源を有効に
活用する、戦略的かつ長期的な視点が求められている。
一方、その具体的な実践に当たっては、条例等の改正により県が行う規制

改革はもとより、徳島版「地方創生特区」などを活用した市町村との連携に
よる住民に身近な改革、さらには国への政策提言を通じた改革など、状況に
応じた適切な対応を図っていく必要がある。

具体的な規制改革の方向性について

１ 地域人材・既存ストックの有効活用について

現在、急激に進行しつつある「人口減少」への対応は、全国的な課題で
あるが、「課題解決先進県」である本県から、具体的な処方箋のもとで、
積極的な実践を図る必要がある。

(１) 地方公務員の“社会貢献型副業”の促進について
地方公務員のいわゆる「副業」については、原則禁止とされてい

る現在において、一定のルールに基づく運用がなされているところ
であるが、ほとんど実績は上がっていない。一方、地域再生・活性
化を担うＮＰＯやソーシャルベンチャー等から、知識、経験を有す
る地方公務員の活動への参加についての要望が寄せられているとこ
ろである。
社会貢献型副業の促進に関しては、不足する地域人材の確保並び

に職員の「現場」感覚及び政策立案能力の向上が期待できることか
ら、公益性が高いと認められる一定類型の業務については、積極的
な従事を促す仕組みを構築する必要がある。
構築に当たっては、職員の不安やためらいを軽減し、真に地域活

性化につながるよう、官民連携での検討の場を設け、具体的なモデ
ルケースを提示するなどの方策を検討すべきである。

(２) 教育現場における外部人材の活用拡大について
２０２０年度から小学３・４年生の「外国語活動」や小学校にお

ける「プログラミング教育」が必修化されるなど、学校教育におけ
る国際化や情報化の拡充が一層進むとともに、郷土愛を持った人材
育成へのニーズが高まっているところである。
こうした状況を踏まえ、教育内容の充実と教員負担の軽減のため、

これまで以上に外部人材の活用を図ることが必要である。
そこで、外部人材が複数の学校において円滑に活動できるよう、

人材情報を共有できる仕組みを構築するなど、環境整備を進めるこ
とが重要である。



(３) 移住促進に資する「農地付き空き家」の活用について
近年、高まりを見せている農業移住に対するニーズについては、

農地付き空き家の活用により適切に対応する必要がある。
全国的には、市町村の農業委員会が設定権限を有する「農地の権

利取得における下限面積」を地域の実情に応じた面積に引き下げる
ことなどにより、農業移住に積極的に取り組んでいる事例があるこ
とから、本県としても、市町村に対して下限面積の引下げについて、
積極的に助言を行う必要がある。

(４) イベント時の道路使用許可手続の明確化・弾力化について
道路使用許可手続の原則は、１行為１許可であるが、手続簡素化

の取組みである「許可の一括化」については、「複数の道路使用が、
一つの運営団体の管理・責任の下で一体として行われる場合には、
申請者の要望に応じ、」対応するものとされており、「管理・責任」
の基準及び根拠の明確化が必要である。
特に、地方自治体が運営に実質的に関与するなど、公益性が高い

と認められるイベント等の開催に必要な道路使用許可については、
その一括化の取扱いを、より柔軟に認めるべきである。

２ 食品の栄養成分表示義務化への対応について

食品表示法に基づく栄養成分表示は、平成３２年４月１日からは新基準
による表示に統一される。
小規模事業者は規制緩和により、表示義務化の対象外とされているが、

大型スーパー等に卸して販売される場合には、表示義務が課せられること
となっており、法令上の規制緩和が実質的な規制緩和につながらないこと
が懸念されている。
小規模事業者には表示義務化による負担感が大きいことから、表示の円

滑な実施に向けた支援を通じ、実質的な規制緩和につながるよう、積極的
な検討が必要である。

３ 「子ども食堂」の普及促進について

いわゆる「子ども食堂」に関しては、全国的に実態が先行しており、国
を含め、その対応が後追いとなっている。
そのため、安全・安心な子ども食堂の普及拡大に向け、関係部局や関係

者が参画して、対応方針を策定するとともに、当該方針に基づき、県とし
ての施策を検討すべきである。
その際、食品衛生上の取扱いについては、国の関係法令改正に向けた議

論等を参考に、県としても全国のモデルとなるような新たな仕組みを構築
する必要がある。

４ その他

県においては、今回提言の方向性について、適切なフォローアップを行
い、本規制改革会議に適宜進捗状況を報告するとともに、なお一層、「消
費者目線・現場主義」での規制改革の検討を進める必要がある。

平成３０年９月１３日

徳島県規制改革会議 座長 床桜 英二



徳島県における規制改革について

（第４次提言）

令和元年９月

徳島県規制改革会議
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徳島県知事 飯泉 嘉門 殿

徳島県規制改革会議での検討の結果、徳島県における規制改革に関する措置の
方向性について、次のとおり提言する。

徳島県における規制改革の考え方について

規制改革を通じて、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の推進に貢献できるよう、
積極的な取組みを行う必要がある。
規制改革を進めるにあたっては、条例・規則等の法令上の改革のみならず、行

政手続きや慣行といった「実質的な障壁」の見直しに積極的に取り組んでいく必
要がある。
また、その実践に当たっては、県の所管のみならず、国や市町村、そして、大

学、企業などを含めた官民連携による規制改革をより一層強化していく必要があ
る。

具体的な規制改革の方向性について

１ 「サテライトオフィス集積全国一」の知見を生かした地域課題解決への挑戦

(１)ＩｏＴを活用した“シームレスな減災モデルの構築”について
「ＳＤＧｓ優先課題③」 成長市場の創出、地域活性化、科学技術イノベーション

「ＳＤＧｓ優先課題④」 持続可能で強靱な国土と質の高いインフラの整備

サテライトオフィス開設企業の中には、産学官の連携のもと、本県をフィ
ールドに、ＩｏＴを活用したローカルネットワークによる減災システムの構
築に挑戦する企業も出てきている。その取組みも実証実験から実装・事業化
のステージに移ろうとしているが、事業化においては、電気通信事業法によ
り、有資格者の選任など様々な規制をクリアする必要があり、その取扱いに
ついて規制改革を求める意見が、関係自治体や企業経営者から出てきている。
今後もサテライトオフィス集積のトップランナーとして歩むためにも、ま

た、「Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０」において、ＩｏＴ、ＡＩなど先端技術を活用し
た地域課題解決型プロジェクトを先導していくためにも、こうした現場の声
に真摯に耳を傾け、課題解決に向けともに検討する場を設けるとともに、国
への政策提言を行う必要がある。

(２)“個々の事情に応じた就労”のためのテレワークの推進について
「ＳＤＧｓ優先課題①」 あらゆる人々の活躍の推進

障がい者や在宅療養者のほか、最近、「８０５０」問題として社会問題化し
ている「ひきこもり」の状態に入った方など、働く意欲や社会参加への意向
はありながら、そのきっかけがつかめない方々が多数存在する。
こうした、テレワークによりはじめて就労や社会参加が可能となる方々に

対して、全国に誇るＩＣＴ基盤や「サテライトオフィス集積全国一」の知見
を生かしつつ、産学官が連携して、「社会参加型テレワークモデル（仮称）」
を構築することが必要である。



２． 公共交通を補完する“新たな移動手段”の確保について
「ＳＤＧｓ優先課題④」 持続可能で強靱な国土と質の高いインフラの整備

高齢化の進行とともに、免許返納の増加など、個人の自家用車に頼らない新
たな移動手段の体系化が求められている。特に、過疎地域など条件不利地域に
おいては、高齢者等の移動手段に大きな課題を抱えているところである。また、
道路運送法において、一定の条件により認められる「公共交通空白地有償運送」
については成果を上げている事例もあるが、NPOなどの推進母体の組織化や関係
機関調整などに課題があり、一部の地域に限定された取組となっている。
そこで、新たな移動手段の確保のために、①都市部に集中するタクシーなど

の未利用交通手段を条件不利地域等において効率的に活用する新たな配車シス
テムの構築や、②「公共交通空白地有償運送」の普及拡大のためのモデル地区
を対象としたる課題の抽出・分析や具体的な解決策の検討のほか、③これらの
対応が困難な地域での「助け合い輸送」ともいうべき「ライドシェア」の可能
性について産学官が連携をして真剣に検討を進めていく必要がある。
また、地域の実情を踏まえた新たな移動手段を確保するため、国が所管する

関係法令の一部権限について、県への権限移譲も国に提言していく必要がある。

３ “ 企業就労と社会貢献活動の両立”による地域人材の確保について
「ＳＤＧｓ優先課題③」 成長市場の創出､地域活性化､科学技術イノベーション

人口減少・東京一極集中により、中小企業経営者などから、企業存立の前提
となる企業人材の不足について懸念する声が出ている。また、地域の担い手確
保のための「地域おこし協力隊」については、全国的に制度が普及することで
他地域との競争が激化し、隊員の確保と任期終了後の県内定着率に課題を抱え
ている。一方、県内中小企業の中には、フルタイム就労の就業ルールを緩和し、
一定の時間を社会貢献活動に充てることを可能にすることで、意欲ある人材の
確保に取り組もうとする企業も現れている。
このように、「地域おこし協力隊」の持つ制度的な制約を補完し、企業が主体

となって、企業人材と地域公共人材の確保に資する「企業版地域おこし協力隊
（仮称）」の仕組みづくりに、県・市町村は、企業や関係機関等とともに積極的
に取り組む必要がある。

４ 若年者の社会課題への関与による「社会参画」意識の醸成について
「ＳＤＧｓ優先課題①」 あらゆる人々の活躍の推進

成人年齢の１８歳への引き下げまで残すところ２年半となり、若年者が主体
的に地域課題と向き合い、政策形成に関与していくことが期待されている一方
で、１０代の低投票率が社会的課題として顕在化している。これは若年者が、
地域課題を「自分事」として捉え、政策形成に参画する機会が少ないことがそ
の原因の一つと推察される。その機会提供の場として、県の審議会等が考えら
れるが、現時点においては、若年者が委員等に就任する例は多くはない。
このため、防災、環境、まちづくり、エシカル消費分野など、若者が主体と

なって地域課題解決にあたることが期待される分野については、審議会等委員
への積極的な登用をはじめ、１８、１９歳をはじめとする若者の意見を集約す
る「場」の設置や、積極的な傍聴の機会について配慮するなど、審議会等の運
営ルールの見直しが必要である。

令和元年９月１９日

徳島県規制改革会議 座長 床桜 英二
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徳島県における規制改革について

（第６次提言）

令和３年１０月

徳島県規制改革会議
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徳島県知事 飯 泉 嘉 門 殿

徳島県規制改革会議での検討の結果、徳島県における規制改革に関する措置の方向
性について、次のとおり提言する。

徳島県における規制改革の考え方について

人口減少、大規模自然災害に加え、コロナ禍に直面する今だからこそ、ポストコロ
ナ禍を見据えた、新しい価値観に対応した施策を積極的に企画・実践していくことが
必要である。そのためには、県の所管のみならず、国や市町村、大学、企業、地域と
連携し、制度的な規制はもとより、実質的な障壁の打破のための規制改革を図ってい
く必要がある。

具体的な規制改革の方向性について

１ ポストコロナ禍を見据えた新しい働き方の実現

(1) ワーケーションの推進
様々な場所で働くという、「ハイブリッドワーク」が普及していく中で、ワー

ケーションは、新たな人流創出に寄与する重要な取組みである。一方、服務上の
取扱いや業務上での位置付け、費用負担の問題などが障壁となって、その浸透は
不十分と言わざるを得ない。
そこで、ポストコロナ禍でのワーケーションの意義を改めて確認し、仕事や心

身のリフレッシュに加え、地域の活性化にも資する、徳島ならではの多様なワー
ケーションモデルを創出するため、官民が連携して検討することが求められる。
その際、ワーケーションの普及拡大を阻む課題に対して、専門家の知見も活用

しながら、労務やセキュリティのリスクヘッジなどについて、県として「課題と
方向性」を検討し関係機関に提言する必要がある。

(2) 多様な働き方に即した環境整備
サテライトオフィス集積、全国トップクラスの実績を踏まえ、次の２点につい

て国に提言する必要がある。
第１に、サテライトオフィス誘致のための施設整備に関して、現状の国のテレ

ワーク交付金は、「申請時に入居する事業者を決めること」「複数事業者入居を
想定した整備をすること」が条件付けされている。このことにより、本県の先行
事例である、「古民家に、単独入居する事業者のニーズに合わせて施設を整備し、
サテライトオフィス開設」といった事例への支援が難しい。交付金制度の要綱等
を改正し、より柔軟な運用を国に求めていく必要がある。
第２に、フリーランスの労働条件等の情報開示・類型化、ジョブ型社員の雇用

ルールの明確化といった、多様な働き方に即した労働環境の整備を国に求めてい
く必要がある。

２ デジタル実装による利便性や生産性の向上

(1) 行政手続きの簡素化とデジタル化
デジタル庁の創設と呼応し、住民の利便性の向上と行政コスト削減・効率化の

ため、行政手続きの徹底した棚卸しを図ることで、手続きの簡素化とデジタル化
の加速化に取組む必要がある。特に、押印廃止を行った手続きのうち年間の処理
件数の多い手続きや、公共事業以外の入札(物品調達等)のオンライン化を早急に
実施するとともに、法令に基づく申請書類のあり方についても見直し、必要に応
じて国に対して改善を提言する必要がある。

(2) ＤＸに向けた５Ｇの取組み推進
５Ｇについては、通信事業者が次世代携帯電話網として、利用者の多い都市部

中心に整備を進めている「キャリア５Ｇ（以下「５Ｇ」）」がある。そして、こ
の技術を応用して、自治体や企業などが、敷地内でのネットワークを、超高速の
無線でつなぐ「ローカル５Ｇ」を推進している。



ローカル５Ｇは、設置者だけの閉ざされたネットワークであるが、設置者が自
由にインフラを構築・設置できるため、地方部においても展開可能である。しか
し、現状においては、両者の相互接続は、技術的には可能なものの、認められて
いない。
過疎地域のコワーキング・スペースなどに、自治体や民間が率先してローカル

５Ｇインフラを整備し、５Ｇとの相乗りが可能となれば、サテライトオフィス先
進県としての魅力がさらにアップするのではないか、との声も聞かれる。ネット
ワークのユニバーサル化の観点からも、５Ｇとローカル５Ｇのシームレスな利用
を可能とすることは意義あるものと考える。
また、現状では、ドローンの運用は４Ｇまでであり、５Ｇは認められていない。

台風や線状降水帯に対する河川管理をはじめ、即時性のある情報共有がますます
求められていることから、５Ｇによるドローン運用ができるよう、併せて規制改
革を国に求めていく必要がある。

(3) スマート農業の推進
本県においても、農業の活性化に向けて、「スマート農業」が展開されつつあ

る。一方、スマート農業に取組む農業経営者からは、機器類が日本製だけでなく
欧米からの輸入のものもあり操作が複雑であることやスマート農業を進める上で
導入コストや農地の集約化といった課題を指摘されている。
そこで、先進的な農業経営能力や技術を持つ人材を育成するためにスマート農

業に関する実践的な学びの機会の確保のほか、導入コストの負担軽減支援及び基
盤整備による農地の集約化が必要である。

３ 脱炭素社会に向けた取組み

(1) 再生可能エネルギー活用などによる脱炭素社会への貢献
① 再生可能エネルギー活用による電力地産地消の推進
再生可能エネルギーと蓄電システムを効果的に組み合わせた、「電力の脱炭素

化と地産地消」を核とした地域マイクログリッド計画が、今、大きな注目を集め
ており、本県においても、産学官と地域が連携した実証実験が始まっている。一
方、こうした実証実験を円滑に推進し、実装に繋げていくためには、既存の配電
網の利活用などの環境整備が不可欠であり、そのためのルールづくりの必要性が
指摘されている。
そこで、例えば「県版サンドボックス」とでも呼ぶような制度を創設し、産学

官や地域が連携して取組む、公共性の高い、挑戦的な実証実験を後押しすること
が必要である。さらに、国が目指す「２０５０年カーボンニュートラル」の実現
のためにも、こうした実証実験や実装、事業化に向けた規制改革や支援が必要で
あることを国に提言する必要がある。

② 脱炭素社会に向けた水素の有効活用
本県においては「徳島県水素グリッド構想」に基づき「自然エネルギー由来・

水素ステーション」の県庁設置を皮切りに、民間事業者による移動式水素ステー
ションの設置など、官民連携のもと、先駆けとなる取組みがなされてきたところ
である。
本年度においては、商用目的の固定式水素ステーションの開設が予定されてい

るとのことであるが、国の水素ステーション整備事業費補助金は、「燃料電池自
動車等に燃料として水素を供給する設備に限る」とされているため、他社が運営
している水素ステーションに供給といったことができないとの指摘がある。
今後、脱炭素社会に向けた水素の有効利用を図るために、国に補助制度の柔軟

な運用を求めていく必要がある。



③ 脱炭素社会に向けた ZEB 及び ZEH の推進
業務、家庭部門は、エネルギー消費量が非常に大きく、「２０５０年カーボン

ニュートラル」の実現には大幅な省エネルギーが求められている。この有力な対
策の一つとして、建物で消費するエネルギーを実質ゼロにするＺＥＢ(net Zero
Energy Building)、ＺＥＨ(net Zero Energy House)を推進することが非常に重要
である。しかし、こうした取組みには、ＺＥＢやＺＥＨの必要性をしっかりと認
識するとともに、経済的な負担増となる導入企業や家庭への支援策を併せて検討
すべきである。
そこで、新築建築物におけるＺＥＢやＺＥＨの導入を原則化させるために、国

や関係団体とも連携し、普及啓発を図るとともに、新たな助成制度の創設、導入
等補助制度の充実を国に求めていくことが必要である。

(2) 木材利用推進による炭素吸収源としての森林適正管理への貢献
平成２２年に「公共建築物等における木材利用促進法」が制定され、公共建築

物における木材利用の推進がされているが、市町村に専門職員がほとんどいない
ことや、設計・建築会社において木材利用に強い建築士が少ないといった指摘が
なされている。この木材利用の障壁を打破するため、市町村や建築士に対しての
技術的なサポートを行う必要がある。
また、本年度開館する「徳島県立木のおもちゃ美術館」はもとより、令和４年

度に整備予定の全国初となる高層階（４階）の県営新浜町住宅を活用して、「木
材利用のショールーミング化」も検討する必要がある。

４ コロナで生まれた規制緩和の恒常化について

新型コロナウイルス感染症により、オンライン服薬指導やタクシーによる物資
運搬、沿道飲食店等の路上利用に伴う道路敷地利用の規制緩和といった特例的な
規制緩和がされた。例えば道路占有許可基準の一時緩和により、バリアフリー化
された「歩く街づくり」の実現が期待されるように、コロナで生まれた特例的な
規制緩和について、今後の地域活性化に向けて、恒常化を国に求めていく必要が
ある。

５ その他

県においては、今回の提言の方向性について、適切なフォローアップを行い、
本規制改革会議に適宜、進捗状況を報告するとともに、なお一層、「県民目線・
現場主義」での規制改革の検討を進める必要がある。

令和 3 年 10 月 15 日

徳島県規制改革会議 座 長 床 桜 英 二
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